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所属・役職 

キャリアシフト株式会社 代表取締役 

北海道旭川市 最高デジタル責任者（CDO） 

総務省委嘱 地域力創造アドバイザー ／ 

地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業アドバイザ

ー 

総務省・厚生労働省委嘱 テレワークマネージャー 

 

活動拠点 東京を拠点に、北海道から九州まで広く活動しています 

略歴 

1995年 マイクロソフト株式会社入社 

2008年 総務省地域情報化アドバイザー就任（現職）。 

2011年 佐賀県 最高情報統括監（CIO）（～2016年）。 

2017年 キャリアシフト株式会社を創設。 

2022年 北海道旭川市 最高デジタル責任者（CDO）（現職）。 

こんなことを 

支援できます 

① 自治体業務改善・DX推進 

・総合窓口・福祉・防災・文化・観光・農政・人事他様々な部署の業務改善を経験 

・自治体 DX推進（各課業務フロー効率化・窓口改革・手続オンライン化） 

・DX人材育成・組織風土醸成等のための研修・人材アセスメント評価 

② データ活用による地方創生・地域ビジネス・ブランディング 

・地域データを活用した EBPMによる戦略立案と実践的アドバイス 

・地場産品のブランド化・観光振興・ふるさと納税推進に関する相談 

・SNS等も活用したシティプロモーションや移住施策の企画・支援 

③ ICT 活用経営改革 

・業務システム導入／運用コストの削減、パフォーマンス向上に向けた支援 

・現状の業務分析による課題明確化、システムと業務フローの最適化支援 

・ICTを活用したプロジェクトマネジメント支援・戦略立案支援 

④ テレワーク・働き方改革 

・テレワーク環境整備や利用促進に関する相談・支援 

・タブレット等を活用したモバイルワーク（外勤業務の効率化）の推進 

・ワーケーション・サテライトオフィス活用による地域活性化の推進 

自治体向け 

メッセージ 

東京での民間企業勤務と、地方での自治体職員としての勤務経験から、「東京と地

方」・「民間企業と行政」という、それぞれ大きなギャップのある立場を熟知し、実効

性のある地域課題の解決に取り組んでいます。これまで携わって来た事例を紐解きな

がら、それぞれの地域の持つ力を発揮するお手伝いをしてまいります。 

 

＜主な専門分野＞※特に得意とする専門分野を３つまで掲載 
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＜地域情報化に関する実績＞ 

 

1995年  マイクロソフト株式会社入社、米国本社駐在後、事業開発室長などを歴任。 

2008年～ 総務省委嘱 地域情報化アドバイザーの委嘱を受け、18年間延べ 89 箇所で講演や委員会のアドバイザーなど

を担当。このほか、地域力創造アドバイザー、地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業アドバイザ

ーなどの委嘱も受けており、全国で支援を継続。 

2011年  佐賀県 最高情報統括監（CIO）就任。県庁の全職員（約 4000人）を対象にテレワーク導入をするなど、自

治体 DX 推進の先進的な成果を上げる。また地方創生に関しても、CIO就任中、その後 2日間で 10万人が集

まるイベントに成長する「鹿島酒蔵ツーリズム（R）」（佐賀県鹿島市）の立上げに関わるほか、2014年に

は 237万再生を超える『恋するフォーチュンクッキー 佐賀県庁 Ver./AKB48[公式]』を企画し、他の自治体

や地方が続々と追随する全国的なムーブメントを作るなど、佐賀県の知名度向上に貢献。 

      

 

2014年 佐賀県庁でのテレワーク導入           「鹿島酒蔵ツーリズム®」 

2016年～ 総務省／厚生労働省 テレワークマネージャー受嘱。制度開始、以降 10年間の派遣回数は 117回に及ぶ。 

2022年～ 北海道旭川市役所にて最高デジタル責任者（CDO）現職。2024年 5月に市民の利便性向上と職員の業務負担

の軽減を両立する総合窓口グランドデザインを策定するなど、行政と地域の DX 推進をリード。旭川市の他

にも、北海道稚内市、東京都北区の DX推進アドバイザーも務め、以下について重点的に取組を進める。 

・自治体職員の超過勤務削減 

・自治体職員の人材育成および組織風土変革 

（業務フロー見直し・会議のあり方改善・戦略的プロジェクト管理／推進プロセス改善・事業発注者と

してのリテラシー向上・人材評価アセスメントなど） 

・ノーコード・ローコードツールを活用した職員自身でのアプリ開発による業務効率化 

・生活保護関連業務の DX（タブレット活用） 

・地域保健福祉 DX（保健師業務 DX・衛生検査 DX・民生委員児童委員の業務負担軽減） 

・関係機関連携 DX（介護施設等） 

・その他各課業務 DX（消防署業務・図書館 DX・庶務業務効率化など） 

・ふるさと納税（企業版含む）推進による財源確保 

・EBPMに基づく地域マーケティング・ブランディング戦略          など 

また現在、全国各地の自治体や企業に向けて、DX・業務改善支援・コンサルティングを行うだけでなく、

地方創生分野においても、地域活性化に向けたプロジェクトや観光事業に携わっている。 
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キャリアシフト株式会社 | DX･組織風土の改革、課題解決まで伴走支援 

https://www.careershift.jp/

